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令和8年熊本地震に関する緊急要望 (第５次） 

公明党令和８年熊本地震災害対策本部 
本 部 ⻑ 秋野 公造 
事務局⻑ ⽵内 真⼆ 

 
令和8年熊本地震の発災から約1か⽉を迎え、被災地では、避難⽣活を⽀える

応急的な対応から、住まいや就労など⽣活再建を具体的に進める段階へ移⾏し
ている。⼀⽅、⽀援制度があっても申請や相談にたどり着けない被災者、家族
の介護等により⽣活再建のための⾏動を取れない世帯が存在する。また、断⽔
や井⼾被害によって⽇常⽣活を取り戻せない地域、商業・福祉サービスの休⽌
等により⽣活基盤が損なわれている地域など、新たな課題や制度の狭間も顕在
化している。今後、被災者を誰⼀⼈取り残すことなく、地域の⽣活基盤を着実
に再建していくために、政府に対して、以下の事項について強く要望する。 
 

記 
 
１．井⼾⽔の早期復旧へ地域の技術⼒を結集した実施体制の強化  

井⼾を⽣活⽤⽔として利⽤する地域では、井⼾⽔の断⽔や濁り等が⻑期化
し、⼊浴、洗濯、トイレ等の⽇常⽣活の回復を妨げている。国において「井⼾
⽔対応チーム」が設置され、県、市、専⾨事業者等による被害把握や原因調査
が進められているが、今後は把握・調査から実際の修理・復旧へ速やかにつな
げることが重要である。 

このため、井⼾⽔対応チームの機能を強化し、調査、復旧⽅法の判断、施⼯
事業者・資機材の確保、修理・復旧までを⼀体的に進めること。全国からの専
⾨事業者に加え、地域の井⼾、地質、施⼯状況等を熟知する地元のさく井、管
⼯事、設備、ポンプ・電気、建設関係事業者・団体等が⼗分参画できる体制を
整えること。 

また、国、県、市、関係団体が被害状況、必要な⼯種、施⼯可能な事業者、
資機材等の情報を共有し、被災世帯と施⼯事業者を迅速に結び付けること。全
国の⽀援⼒と地域の技術⼒を結集し、「被害を把握する段階」から、「⼀⽇も
早く⽣活⽤⽔を取り戻す段階」へ対策を加速すること。 
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２．⼤規模地震時におけるLPガス・バルク供給設備の安全規制の強化  
今回の熊本地震後にイオンモール熊本において発⽣した爆発事故の原因につ

いては現在調査中であるが、LPガスが原因となった可能性も指摘されており、
予断を持つことなく徹底した原因究明を⾏う必要がある。 

国においては、バルク貯槽、緊急遮断装置、配管、ガス漏れ検知設備等の損
傷及び作動状況を詳細に検証するとともに、強い地震動や配管の損傷等が⽣じ
た場合に、LPガスの漏えいを速やかに検知し、貯槽側で⾃動的かつ確実にガス
供給を遮断できる仕組みとなっているか、現⾏の液化⽯油ガス法、⾼圧ガス保
安法及び関係する技術基準を総点検すること。 
特に、⼤型商業施設、病院、福祉施設、宿泊施設等、多数の⼈が利⽤する施

設について、地震時の⾃動遮断、ガス漏れや異常流量・圧⼒異常等の検知、停
電時を含む遮断機能の確保、警報・遠隔監視等の安全対策を強化するととも
に、同種のバルク供給設備について速やかに緊急点検を実施すること。 
その上で、今回の事故原因及び制度検証の結果、現⾏規制に不⾜が認められ

る場合には、液化⽯油ガス法、⾼圧ガス保安法その他関係法令および技術基準
の改正を含め、バルク供給設備の耐震・遮断・監視・点検基準を抜本的に強化
すること。今回の事故を⼀施設固有の問題として終わらせることなく、⼤規模
地震後のLPガス設備から⼆次災害を発⽣させない全国共通の安全基準を確⽴す
ること。 
 
３．⽣活再建までつなぎ切る被災者⽀援への転換と避難所の⽣活再建拠点化 

被災者⽀援が⽣活再建の段階に移る中、罹災証明書の待ち時間を聞いて申請
をためらう⽅や遠隔地へ避難し⾃宅の被害状況を確認できない⽅など、制度が
あっても⽣活再建の⼊⼝に⽴てていない被災者がいる。また、避難所において
も情報へのアクセスの違いが⽣活再建の格差につながることが懸念される。 

政府が既に求めている被災者台帳の作成、在宅避難者等へのアウトリーチ、
災害ケースマネジメントについて、各⾃治体の実施状況を確認し、必要な⼈
員、専⾨⼈材、システム等を集中的に⽀援すること。特に避難所の被災者につ
いては、罹災証明書の申請・交付状況等を全世帯で確認し、申請⽀援から住ま
い、被災者⽣活再建⽀援⾦、各種減免、医療・福祉等の⽀援へ⼀体的につなぐ
こと。在宅、⾞中泊、親族宅、ホテル・旅館、遠隔地等で⽣活する被災者につ
いても、訪問、電話、代理申請、避難先⾃治体との連携等により⽀援を途切れ
させないこと。 

避難所を「⽣活再建につながる拠点」として機能させるとともに、被災者⼀
⼈ひとりが実際に必要な⽀援につながり、⽣活再建へ進めているかまで確認す
る被災者⽀援へ転換すること。 
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４．在宅で認知症⾼齢者等を介護する被災世帯への⽀援強化 
 被災地では、認知症⾼齢者や要介護者を⾃宅で介護している世帯において、
避難が難しかったり、家屋の⽚付け、⾏政⼿続、住宅再建の相談等に出向くこ
とができない状況が⽣じている。災害による環境の変化は、認知症の⽅や要介
護者の⼼⾝に影響を及ぼすため、本⼈のみならず、被災しながら介護を続ける
家族介護者への⽀援も必要である。 

このため、在宅で認知症⾼齢者や要介護者を介護する被災世帯を早急に把握
し、ケアマネジャー、地域包括⽀援センター、保健師等による訪問⽀援を強化
すること。また、訪問介護、通所介護、短期⼊所等を柔軟に活⽤し、家族介護
者が家屋の⽚付け、⾏政⼿続、通院、就労等を⾏う際には、短期⼊所等による
⼀時的な受⼊れを迅速に利⽤できる体制を確保すること。 
 さらに、介護サービス利⽤に係る各種特例を必要な世帯へ確実につなぐとと
もに、家族介護者⾃⾝も被災者であるとの視点に⽴ち、介護を担うことによっ
て⽣活再建から取り残される世帯を⽣じさせないこと。 
 
５．公費解体の迅速化と実施体制の強化  
 住宅再建を進める上で、公費解体の遅れが新たな⽣活再建のボトルネックと
なることが懸念される。このため国及び県が連携し、被災市町村ごとの申請件
数、現地調査、解体決定、着⼿、完了までの進捗を把握し、完了時期から逆算
した⼯程管理を⾏うこと。進捗が遅れている⾃治体には、災害対応経験のある
職員や専⾨⼈材を重点的に派遣し、申請・審査・現地調査等を迅速化するこ
と。 

また、相続や共有名義等によって⼿続が⻑期化しないよう、過去の災害で⾏
われた申請⼿続の簡素化等を活⽤するとともに、全国及び地元の解体事業者、
廃棄物処理事業者等を早期に確保し、施⼯体制を強化すること。 

公費解体を単なる災害廃棄物処理ではなく住宅再建の重要な⼯程として位置
付け、「解体待ち」によって被災者の⽣活再建が⽌まることのないよう、国が
⼯程管理まで踏み込んで⽀援すること。 
 
６．⽣活必需品の供給機能の回復と地域商業・雇⽤への⼀体的⽀援  
⼋代、宇城、氷川、上天草などでは、地震被害により⼤型商業施設やスーパ

ー、地域⼩売店等の営業に影響が続いている。また、嘉島では、地震後にイオ
ンモール熊本で発⽣した爆発事故により、地域の⽣活と雇⽤を⽀える中核的な
商業施設が休業している。 

このため、⽣活圏ごとに⼤型商業施設、スーパー、地域⼩売店等の営業・復
旧状況を把握し、⽣活必需品へのアクセスが低下している地域について、店
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舗・設備の復旧、物流・商品調達、仮設・臨時店舗、移動販売、宅配、買物⽀
援等を組み合わせた対策を講じること。特に地域の⽣活必需品供給、各種サー
ビス、雇⽤等を担う⼤規模商業施設については、安全確保と原因究明を⼤前提
として、復旧に必要な⾏政⼿続や関係機関との調整等が迅速に進むよう⽀援す
ること。 

あわせて、雇⽤調整助成⾦の特例等を最⼤限活⽤し、休業等の⻑期化による
離職や雇⽌めを防ぎ、従業員の雇⽤と収⼊を守ること。地域で「⾷料を買え
る」「⽇⽤品を⼿に⼊れられる」「働き続けられる」ところまでを⽣活基盤の
復旧として捉え、地域商業と雇⽤を⼀体的に⽀援すること。 
 
７．繰り返し被災した世帯への住宅・家計再建⽀援と再被災債務対策の強化  
⼋代市をはじめ被災地域には、平成28年熊本地震や令和7年8⽉豪⾬など、過
去の災害から住宅や⽣活を⽴て直す途上で今回再び被災した世帯がある。過去
の災害による住宅ローンや修繕費等の負担を抱えたまま、新たな借⼊れを重ね
れば、住宅再建の断念や⽣活への深刻な影響が懸念される。 

このため、住宅・⽣活再建の途上で再び被災した世帯について、住宅被害の
状況や再建意向、再建上の課題等の実態を早急に把握すること。その上で、
「⾃然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」、既往債務の返済
猶予・条件変更や債務整理、利⼦負担の軽減、災害復興住宅融資、公営住宅等
を総合的に活⽤し、新たな借⼊れだけに依存しない住宅・家計再建を⽀援する
こと。 

今回の熊本地震を契機に、繰り返し災害に遭う「再被災」を政策上明確に位
置付け、現⾏制度で過重な負担を回避できない世帯に対する恒久的な住宅・家
計再建⽀援の仕組みを創設すること。 
 
８．医療・介護・障害福祉・⼦育てサービスの提供体制維持と経営継続⽀援
の強化 

被災地域では、地震による施設・設備の損傷や断⽔等により、医療機関や介
護サービス事業所、児童発達⽀援、放課後等デイサービスをはじめとする障害
福祉・⼦育てサービスにおいて、診療やサービス、⼦ども等の受⼊れを休⽌・
縮⼩せざるを得ない事業所が⽣じている。 

こうした事業所では、サービスを提供できないことによる減収が⽣じる⼀
⽅、施設・設備の復旧、代替場所の確保、給⽔、送迎、⼈員確保等に伴う追加
的な⽀出も発⽣しており、現下の物価⾼や⼈件費の上昇も相まって、とりわけ
経営基盤の⼩さい社会福祉法⼈や医療・介護・福祉事業者にとって、事業継続
そのものへの影響が懸念される。 
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医療・介護・障害福祉・⼦育てサービスは、利⽤者本⼈を⽀えるだけでな
く、その家族が就労を継続し、被災家屋の⽚付け、⾏政⼿続、住まいの確保等
の⽣活再建に取り組むためにも⽋くことのできない地域の⽣活基盤である。 
現下の物価⾼や⼈件費の上昇等に対応し、地域の医療・介護・障害福祉サー

ビスの提供体制を維持するため、診療報酬、介護報酬及び障害福祉サービス等
報酬について必要な期中改定を⾏うこと。 
厚⽣労働省及びこども家庭庁を中⼼に、⽂部科学省等の関係省庁とも連携

し、被災した医療機関、社会福祉法⼈、介護サービス事業所、障害福祉・障害
児⽀援事業所、児童福祉施設、保育所、放課後児童クラブその他の医療・介
護・福祉・⼦育て関係事業者から丁寧な聴き取りを⾏うこと。 
その際、農林⽔産業や商⼯業等と同様に、施設・設備等の直接的な被害額に

加え、診療・サービスの休⽌・縮⼩や利⽤者減少による減収額、施設復旧、代
替場所の確保、給⽔、送迎、⼈員確保等のために⽣じた追加的経費を把握し、
医療・介護・障害福祉・⼦育て分野における被災事業者の具体的な経済的損失
額を早急に算定・公表すること。 
その上で、災害復旧費、診療報酬・介護報酬・障害福祉サービス等報酬や各
種給付費の特例、融資等の既存措置によって、算定された損失のうちどこまで
対応できているのかを検証し、既存制度では補えない減収や追加的経費につい
て、事業継続に必要な新たな財政⽀援を速やかに検討・実施すること。 
特に、⼩規模な社会福祉法⼈や地域に根差した医療・介護・福祉・⼦育て事

業者が、被災による資⾦⼒の差によって事業縮⼩や撤退を余儀なくされ、その
結果として地域の医療・介護・福祉・⼦育てサービスが失われることのないよ
う、経済的損失の把握から必要な⽀援メニューの適⽤・追加措置までを⼀体的
に進め、事業継続を確実に⽀援すること。 
 
９．避難所集約化における個別ニーズの把握と⽣活環境の確保  

避難者数の減少や学校等の再開に伴い、被災地では避難所を集約する段階に
⼊っている。集約化は、限られた⼈員で⾷事、物資、保健・医療等の⽀援を継
続する上で必要である⼀⽅、乳幼児や⼦どものいる家庭、⾼齢者世帯、障がい
者や要介護者のいる家庭、早朝・夜間に就労する⽅など、⽣活時間や必要な配
慮が異なる世帯が、同じ施設で⽣活することとなる。 

こうした中で、乳幼児の泣き声、⼦どもの⽣活時間、夜間の介護や医療的ケ
ア、早朝・夜間の出⼊り等により、避難者同⼠が過度に気を遣い、必要な⽀援
を受けられる避難所を離れ、⽣活環境が⼗分に整わないまま在宅避難や⾞中泊
等へ移⾏することがあってはならない。 

このため、避難所の集約に当たっては、収容⼈数や施設管理の効率だけでな
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く、避難者の意向や世帯ごとの⽣活実態を事前に丁寧に把握すること。被災者
台帳やヒアリング等を活⽤し、世帯構成、乳幼児・⼦どもの有無、障がい・介
護・医療上の配慮、就労・通学・通所状況、⽣活時間帯や夜間ケアの必要性等
についても把握すること。把握した情報については、個⼈情報の適切な取扱い
に⼗分配慮した上で災害ケースマネジメントにつなげ、防災、保健・医療、福
祉、⼦ども・⼦育て、教育等の関係部⾨が連携して必要な⽀援を⾏うこと。 
  その上で、集約先では、全ての避難者を⼀律に⼀つの⼤空間へ配置するので
はなく、乳幼児・⼦育て世帯、夜間に介護や医療的ケアを必要とする世帯、⽣
活時間帯が⼤きく異なる世帯、静かな環境を必要とする⽅など、それぞれの⽣
活実態に応じた環境を確保すること。そのために、施設内の別室や既存諸室の
活⽤、⽣活区画のゾーニング、⼗分な間仕切り等により、過度な遠慮や負担を
感じることなく⽣活できる環境を整えること。 

また、集約後も定期的な個別相談等により⽣活状況を把握し、共同⽣活によ
る負担や周囲への遠慮などを理由として避難所を離れ、⽀援の届きにくい在宅
避難や⾞中泊へ移⾏する世帯を⽣じさせないよう、⽣活環境の改善や区画配置
を柔軟に⾒直すこと。 
 

以上 


